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4 2022（令和4年）

国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月11日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 5月2日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 5月2日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間

申告（年3回の場合）� 5月2日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月分）
� 5月2日

　民法改正により令和4年4月1日から成年年
齢が18歳に引き下げられました。税制におい
ても、相続税や贈与税の計算の際に適用する
未成年者控除のほか、個人住民税の非課税措
置、贈与税の特例税率、相続時精算課税の適
用者、事業承継税制の受贈者などの年齢要件
が20歳から18歳となりました。

ワンポイント 成年年齢  4月から18歳に引下げ

4 月 の 税 務 と 労 務4月
（卯月）APRIL
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４月号─2

　

毎
年
行
わ
れ
る
「
税
制
改
正
」
に

お
い
て
、法
人
税
の
改
正
の
多
く
は
、

そ
の
年
の
４
月
１
日
以
後
に
開
始
す

る
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
令
和
３
年
４
月
１

日
以
後
開
始
事
業
年
度
か
ら
適
用
さ

れ
る
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
と
な
る

「
令
和
３
年
度（
事
業
年
度
）決
算
」で

は
、
令
和
３
年
度
税
制
改
正
で
の
制

度
見
直
し
等
に
注
意
が
必
要
で
す
。

　

今
回
は
、
令
和
３
年
度
税
制
改
正

か
ら
、
小
規
模
事
業
者
等
に
お
い
て

適
用
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が
多
い
と
思
わ

れ
る
制
度
等
に
つ
い
て
確
認
し
ま
す
。

１　

中
小
企
業
技
術
基
盤
強
化
税
制

⑴　

制
度
の
概
要

　

中
小
企
業
技
術
基
盤
強
化
税
制
と

は
、
青
色
申
告
法
人
で
あ
る
中
小
企

業
者
の
各
事
業
年
度
に
お
い
て
、
試

験
研
究
費
の
額
が
あ
る
場
合
に
、
一

定
の
金
額
を
法
人
税
額
か
ら
控
除
で

き
る
制
度
で
す
。

　

試
験
研
究
費
の
う
ち
税
額
控
除
で

き
る
金
額
は
、
試
験
研
究
費
の
割
合

等
に
応
じ
て
12
％
～
17
％
、
控
除
上

限
は
原
則
法
人
税
額
の
25
％
で
す
。

⑵　

留
意
点

　

令
和
３
年
度
は
、
コ
ロ
ナ
禍
以
前

の
令
和
２
年
２
月
１
日
前
に
最
後
に

終
了
し
た
事
業
年
度
と
比
べ
売
上
が

２
％
以
上
減
少
し
つ
つ
も
研
究
開
発

投
資
を
増
加
さ
せ
た
場
合
に
は
、
控

除
上
限
が
５
％
上
乗
せ
さ
れ
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
次
の
①
ま
た
は
②
に
該

当
す
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
控
除

上
限
が
10
％
の
上
乗
せ
措
置
が
あ
り

ま
す（
選
択
制
）。

①　

増
減
試
験
研
究
費
割
合（
※
１
）

が
９
・
４
％
を
超
え
る
場
合

②　

試
験
研
究
費
割
合
（
※
２
）
が

10
％
を
超
え
る
場
合

※
１�　

増
減
試
験
研
究
費
割
合
…
適

用
を
受
け
る
事
業
年
度
の
試
験

研
究
費
の
額
か
ら
比
較
試
験
研

究
費
（
※
３
）
を
減
額
し
た
金

額
の
比
較
試
験
研
究
費
に
対
す

る
割
合

※
２�　

試
験
研
究
費
割
合
…
適
用
を

受
け
る
事
業
年
度
の
試
験
研
究

費
の
額
の
平
均
売
上
金
額
（
※

４
）に
対
す
る
割
合

※
３�　

比
較
試
験
研
究
費
…
適
用
を

受
け
る
事
業
年
度
開
始
の
日
前

３
年
以
内
に
開
始
し
た
各
事
業

年
度
の
試
験
研
究
費
の
平
均
額

※
４�　

平
均
売
上
金
額
…
適
用
を
受

け
る
事
業
年
度
と
、
そ
の
事
業

年
度
開
始
の
日
前
３
年
以
内
に

開
始
し
た
各
事
業
年
度
の
売
上

金
額
の
平
均
額

２　

中
小
企
業
向
け
所
得
拡
大
促
進

税
制︵
賃
上
げ
税
制
︶

⑴　

制
度
の
概
要

　

青
色
申
告
法
人
で
あ
る
中
小
企
業

者
が
、
前
年
度
よ
り
給
与
等
を
１
・

５
％
以
上
増
加
さ
せ
た
場
合
に
、
そ

の
増
加
額
の
一
部
を
法
人
税
額
か
ら

税
額
控
除
で
き
る
制
度
で
す
。

　

控
除
対
象
雇
用
者
給
与
等
支
給
増

加
額（
※
１
）の
15
％
（
上
乗
せ
要
件

を
満
た
す
場
合
に
は
25
％
）
が
控
除

可
能
で
す
（
控
除
上
限
は
法
人
税
額

の
20
％
）。

※
１�　

控
除
対
象
雇
用
者
給
与
等
支

給
増
加
額
…
適
用
を
受
け
る
事

業
年
度
の
雇
用
者
給
与
等
支
給

額
（
※
２
）
か
ら
比
較
雇
用
者

給
与
等
支
給
額
（
※
３
）
を
控

除
し
た
金
額

※
２�　

雇
用
者
給
与
等
支
給
額
…
国

内
雇
用
者
に
対
し
て
支
給
す
る

項目 改正前 改正後

適
用
要
件

① 雇用者給与等支給額＞比較雇用者給与等支給額 国内雇用者に対して給与等を支給すること

②

継続雇用者
給与等支給額 － 継続雇用者比較

給与等支給額
≧ 1.5％

雇用者給与等
支給額 － 比較雇用者

給与等支給額
≧ 1.5％

比較雇用者給与等支給額継続雇用者比較給与等支給額

※　雇用安定助成金額は控除する ※　雇用安定助成金額は控除しない

税
額
控
除

雇用者給与等支給額－比較雇用者給与等支給額
×控除率 15％（上乗せ要件を満たす場合は 25％）
※　雇用安定助成金額は控除する
※　税額控除上限額は調整前法人税額の 20％

雇用者給与等支給額－比較雇用者給与等支給額
×控除率 15％（上乗せ要件を満たす場合は 25％）
※　調整雇用者給与等支給増加額を限度とする
※　雇用安定助成金額は控除する
※　税額控除上限額は調整前法人税額の 20％

令和３年度
決算の
　留意点



3─４月号

給
料
、
賞
与
等
の
額

※
３�　

比
較
雇
用
者
給
与
等
支
給
額

…
原
則
と
し
て
、
前
事
業
年
度

の
雇
用
者
給
与
等
支
給
額

　

制
度
の
詳
細
を
、
前
年
度
と
の
比

較
で
表
す
と
、
前
頁
下
図
の
よ
う
に

な
り
ま
す
。

　

税
額
控
除
の
控
除
率
が
25
％
と
な

る
上
乗
せ
要
件
の
適
用
を
受
け
る
た

め
に
は
、
次
の
①
及
び
②
の
両
方
を

満
た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

①　

前
述
の
適
用
要
件
に
お
け
る
増

加
割
合
が
２
・
５
％
以
上
で
あ
る

こ
と

②　

次
の
イ
又
は
ロ
の
い
ず
れ
か
を

満
た
す
こ
と

イ　

前
事
業
年
度
か
ら
の
教
育
訓

練
費
の
増
加
割
合
が
10
％
以
上

ロ　

そ
の
事
業
年
度
終
了
の
日
ま

で
に
「
経
営
力
向
上
計
画
」
の

認
定
を
受
け
、
記
載
さ
れ
た
経

営
力
向
上
が
行
わ
れ
た
こ
と
に

つ
き
、
証
明
が
さ
れ
た
も
の

⑵　

留
意
点

①　

適
用
要
件

　

令
和
３
年
度
改
正
に
よ
り
、
継
続

雇
用
者
（
適
用
事
業
年
度
及
び
前
事

業
年
度
の
各
期
間
内
の
各
月
に
お
い

て
給
与
等
の
支
給
を
受
け
た
一
定
の

国
内
雇
用
者
）
に
対
す
る
給
与
等
支

給
額
の
判
定
が
な
く
な
り
ま
し
た
。

　

し
た
が
っ
て
、
適
用
年
度
の
新
入

社
員
や
、
前
事
業
年
度
中
の
退
職
者

に
対
す
る
支
給
額
も
含
め
た
と
こ
ろ

で
判
定
が
で
き
る
こ
と
と
な
り
、
計

算
が
簡
素
化
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
判
定
の
際
に
雇
用
安
定
助

成
金
額
（
雇
用
調
整
助
成
金
な
ど
国

又
は
地
方
公
共
団
体
か
ら
受
け
る
助

成
金
）
を
控
除
せ
ず
に
計
算
で
き
る

よ
う
に
な
り
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
に
伴
う
助
成
金
な
ど
は
控

除
の
対
象
か
ら
外
さ
れ
た
た
め
、
適

用
が
受
け
や
す
く
な
っ
て
い
ま
す
。

②　

税
額
控
除

　

税
額
控
除
に
お
け
る
「
調
整
雇
用

者
給
与
等
支
給
増
加
額
」
と
は
、
雇

用
者
給
与
等
支
給
額
か
ら
比
較
雇
用

者
給
与
等
支
給
額
を
控
除
す
る
際

に
、そ
れ
ぞ
れ「
雇
用
安
定
助
成
金
額
」

を
控
除
し
て
計
算
し
た
金
額
で
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
税
額
控
除
の
計
算

の
際
に
は
適
用
要
件
の
判
定
と
は
違

い
、「
雇
用
安
定
助
成
金
額
」
は
控

除
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

３　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
る
個
別
延
長
の
対
応

　

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
り
、
そ
の
期
限
ま
で
に
申

告
・
納
付
等
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

と
認
め
ら
れ
る
や
む
を
得
な
い
理
由

が
あ
る
場
合
に
は
、
所
轄
税
務
署
長

に
申
請
・
承
認
を
受
け
る
こ
と
で
、

そ
の
理
由
が
や
ん
だ
日
か
ら
２
か
月

以
内
の
範
囲
で
個
別
指
定
に
よ
る
期

限
延
長
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

⑴　

期
限
の
個
別
延
長
が
認
め
ら
れ

る
主
な
や
む
を
得
な
い
理
由

①　

経
理
担
当
部
署
の
社
員
が
感
染

症
に
感
染
又
は
濃
厚
接
触
者
に
該

当
し
た
場
合
な
ど
、
そ
の
部
署
を

相
当
の
期
間
、
閉
鎖
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
く
な
っ
た
こ
と

②　

感
染
症
の
拡
大
防
止
の
た
め
、

定
時
株
主
総
会
の
開
催
時
期
を
遅

ら
せ
る
と
い
っ
た
緊
急
措
置
を
講

じ
た
こ
と

③　

税
務
代
理
等
を
行
う
税
理
士
が

感
染
症
に
感
染
し
た
こ
と

⑵　

申
請
の
手
続
き

　

個
別
指
定
に
よ
る
期
限
延
長
を
申

請
す
る
場
合
は
、
個
々
の
状
況
を
記

載
す
る
欄
が
あ
る
「
災
害
に
よ
る
申

告
、
納
付
等
の
期
限
延
長
申
請
書
」

を
作
成
・
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
こ
の
申
請
書
は
、
申
告
書
と
同

時
に
提
出
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す
が
、

申
告
書
の
提
出
日
が
納
付
期
限
に
な

り
ま
す
の
で
注
意
が
必
要
で
す
。

　

な
お
、
申
請
書
の
み
の
提
出
の
場

合
は
、
期
限
延
長
の
指
定
を
受
け
よ

う
と
す
る
日
を
記
載
し
、
そ
の
日
が

申
告
・
納
付
等
の
期
限
と
な
り
ま
す
。

⑶　

延
長
後
の
納
付
期
限
ま
で
に
納

付
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合

　

延
長
後
の
納
付
期
限
ま
で
に
納
付

す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
に
は
、
納

税
に
つ
い
て
の
猶
予
制
度
を
適
用
で

き
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

適
用
す
る
場
合
は
別
途
、
税
務
署

に
申
請
手
続
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

４　

基
本
的
な
注
意
点

　

最
後
に
、
申
告
に
あ
た
っ
て
の
基

本
的
な
注
意
点
を
確
認
し
ま
す
。

　

税
務
調
査
に
お
い
て
、
非
常
に
指

摘
が
多
い
の
が
い
わ
ゆ
る「
期
ズ
レ
」

の
問
題
で
す
。

　

例
え
ば
、
３
月
決
算
法
人
が
毎
月

20
日
締
め
で
請
求
書
を
発
行
し
て
い

る
場
合
、
３
月
21
日
か
ら
31
日
ま
で

の
納
品
に
係
る
売
上
げ
の
計
上
を
し

て
い
な
い
ケ
ー
ス
で
す
。
ま
た
、
決

算
期
末
ま
で
に
資
産
を
取
得
し
、
翌

事
業
年
度
か
ら
事
業
の
用
に
供
し
た

に
も
関
わ
ら
ず
、
取
得
し
た
年
度
か

ら
減
価
償
却
費
を
計
上
し
て
い
る
ケ

ー
ス
も
ご
注
意
く
だ
さ
い
。



４月号─4

　相続税は、相続や遺贈によって取得した
正味の遺産額が基礎控除額（3,000万円＋
600万円×法定相続人の数）を超える場合
にその超える部分（課税遺産総額）に対し
て、累進税率により課税されます。
　この場合、相続税の申告及び納税が必要
となり、その期限は、被相続人の死亡した
ことを知った日の翌日から10か月以内で
す。
　正味の遺産額とは、遺産総額と相続時精
算課税の適用を受ける贈与財産の合計か
ら、非課税財産、葬式費用及び債務を控除
し、相続開始前3年以内の贈与財産を加え
たものになります。正味の遺産額が基礎控
除額を下回る場合には相続税の申告及び納
税は必要ありません。ただし、その理由が
小規模宅地等の減額特例等の課税価格計算
上の特例を適用した結果である場合は、相
続税の申告をする必要があります。

KEY WORD  
相続税の申告〜正味の遺産額ポテトチップス税 

（ハンガリー）

　日本でも数多くの種類が販売されス
ナック菓子の代表選手である“ポテト
チップス”ですが、ハンガリーでは「ポ
テトチップス税」を2011年9月から
導入しています。
　スナック菓子など塩分や糖分の高い
食品が成人病の原因であることから、
食べ過ぎの抑制と肥満予防が目的のよ
うです。OECDによると、同国の肥
満率は約20％で、欧州でも有数の肥
満大国とされています。このため、ハ
ンガリーではポテトチップスのほか、
栄養剤やアイスクリームなども対象と
しており「脂肪税」とも呼ばれます。
　税率は、種類等により5％から20
％を課しています。ポテトチップスに
ついては、1㎏当たり200フォリント（約
72円（2月14日現在））。
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■□□□□
　戦前の地方税（府県税）の中には、あ
る電化製品に対して課税しているもの
がありました。この電化製品は何でしょ
うか？
①扇風機
②電気アイロン
③電気掃除機

【解説】 �
　間接税は、贅沢品に対する担税力を認め
ることを根拠として課税されます。その代
表的な間接税に物品税（昭和12年〜平成
元年。国税。）があり、扇風機には、この
物品税が課されていましたが、府県税（地
方税）でも扇風機税が課されていた歴史が
あります。
　昭和13年（1938年）に内務省地方局が
作成した『地方税総覧』によると、昭和11

年度の段階で北海道、青森、東京、京都、
大阪、宮崎以外の県で、扇風機税が課され
ていました。課税額は府県によって違いが
あり、一部の県では、銭湯や理髪店には一
般とは違う課税額を適用していました。
　具体的には、ほとんどの県では、扇風機
1台につき一律に課税、もしくは扇風機の
大きさに応じて課税をしていたようですが、
富山県、愛媛県、福岡県では、「湯屋、理髪、
営業用」とそれ以外とで税額を変えていま
した。銭湯や理髪店等の営業用の扇風機は
一般家庭用よりも税額を安く設定していた
のです。エアコンが無かった時代、一般家
庭では扇風機は贅沢品と位置づけられてい
たようです。
　なお、贅沢品とされる電化製品への課税
としては、岡山県が昭和3年に導入した「蓄
音機税」があります。蓄音機の所有者には
申告が義務づけられ、税額は、1台あたり
年2円とされていました。

�  正解は、①扇風機でした。
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